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１ 計画の基本的な考え方  

（１） 基本理念 

安心して安全で豊かな消費生活を営むことは、消費者の権利です。 

このため、行政は消費者の権利の尊重と自立支援を基調とした施策を推進すること

が求められています。 

また、事業者はこれに協力するとともに、消費者の視点に立って、安全な商品・サ

ービスの提供、品質等の向上や消費者契約の適正化等により消費者の信頼を得ること

が求められています。 

一方、消費者は消費生活において自主的かつ合理的に行動することが求められてい

ます。行政、事業者及び消費者の相互の信頼を基調とし、相互に連携することによっ

て、「消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会の実現」を目

指します。 

さいたま市消費生活条例第２条「基本理念」 

1. 消費生活において、商品又はサービスによって、生命、身体及び財産を

侵されない権利 

2. 消費生活において、商品又はサービスについて、不当な取引条件を強制

されず、不適正な取引行為を行わせない権利 

3. 消費生活において、商品又はサービスについて、適正な表示等に基づい

て選択をする権利 

4. 消費生活を営む上で必要な情報が明確かつ速やかに提供される権利 

5. 消費生活に関する必要な知識を修得し、及び消費者教育を受ける権利 

6. 消費生活に関する市の施策及び事業者の※事業活動に、消費者の意見が

十分に反映される権利 

7. 消費生活において、商品若しくはサービス又はこれらの取引行為により

不当に受けた被害から、適切かつ迅速に救済される権利 
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（２） 計画の位置づけ 

第３期さいたま市消費生活基本計画（以下「第３期基本計画」という。）は、※消費

者基本法第４条及びさいたま市消費生活条例第９条の規定に基づき、さいたま市にお

ける消費生活に関する施策について、総合的かつ計画的に推進していくための計画と

します。また、※消費者教育の推進に関する法律第１０条に基づく「さいたま市消費

者教育推進計画」と「さいたま市第２期消費生活基本計画」（以下「第２期基本計画」

という。）を一体化します。 

また、第３期基本計画は、さいたま市総合振興計画基本計画の第３部「各分野の政

策と施策」第５章「生活安全」第１節「安全・安心に暮らせる生活環境の形成」の施

策展開として掲げられており、これを実現するための計画としても位置づけられてい

ます。 

見直し 見直し・一体化

第３期さいたま市消費生活基本計画 

☆ さいたま市総合振興計画 

☆ さいたま市総合振興計画 

長期的な展望に基づいて、都市づく

りの将来目標を示すとともに、市政を

総合的、計画的に運営するために各行

政分野における計画や事業の指針を明

らかにするもの。行政運営の最も基本

となる計画です。 

第２期消費生活基本計画 

期間：平成２６年度~令和２年度 

消費者教育推進計画 

期間：平成２９年度~令和２年度 
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（３） 計画期間 

令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

ただし、社会経済情勢の変化や基本計画の進捗状況に応じて、計画期間中であって

も※さいたま市消費生活審議会の意見を聴いた上で必要な見直しを行うこととします。

（４） 計画の総合指標 

「消費者トラブル対策が充実していると感じる市民の割合」 

現 状           目 標 

（令和２年度）          (令和７年度) 

３９．３％           ５５％ 

（計画期間 令和３年度から令和７年度） 

市民に安心して安全な消費生活を送っていただくことが消費者行政の目的です。 

そのためには、消費者被害に関する情報を消費生活センターのホームページ、消費生 

活センターが作成・発行する情報紙、出前講座、セミナー等で提供することで、被害 

を未然に防ぐことにつなげたり、消費生活相談の充実を図り消費者被害の拡大を防ぐ 

ことがとても重要です。 

 一方、消費者トラブルとなると、「自分には関係ない」「自分は騙されない」と思い 

がちで、消費生活に対する意識・関心を高めることもとても重要です。 

こうしたことから、「消費者トラブル対策が充実していると感じる市民の割合」を 

この計画を推進する総合指標として設定しました。 
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